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動力試験炉(JPDR)の廃止措置工事で得られた作業データの分析を行い、炉内構造物、生体遮蔽などの遠隔

解体、建屋除染、建屋解体などの作業期間の分布を算出した。この結果に基づき、原子炉建屋解体の工程に

ついて感度解析を行い、解体作業の条件が作業期間に及ぼす影響について検討を行った。 
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1. はじめに  廃止措置工事の実施に当たっては、予め遅延リスクを含めた作業工程を策定することが重要

であり、このために作業期間の不確実性を見積もる必要がある。手作業で解体を行う在来工法による作業で

は、作業人員を増やすことが作業期間の短縮に繋がり、作業人工数をもとに作業時間を見積もることができ

る。一方、炉心部周辺における大型の遠隔機器を用いた解体作業では、作業時間が作業員の数に影響を受け

ない。本研究では、原子炉建屋内主要機器・構造物を対象として解体作業に要する作業期間の計算モデルを

用いて、作業期間の不確実性評価を行った。これを用いて、作業計画に対して遅延リスクを検討した。 

2. 検討方法  JPDR 作業データ[1]に対し作業時間算出モデル[2]を適用し、種々の作業に対して単位作業あ

たりに必要な時間の期待値とその標準偏差を算出した。JPDR の切断回数を当てはめ、その作業にかかる時間

の期待値と標準偏差を算出した。続いて、過去の研究で用いたアルゴリズム[3]によって作業時間を作業日数に

変換し分布を得た。各々の作業にかかる作業日数の和の分布を評価した。在来工法による作業が行われる領

域と遠隔機器で解体される圧力容器の作業日数の見積もり結果を比較し、特徴を明らかにした。遅延リスク

を念頭に置き、片側信頼区間をもとに作業工程を設定し、各々の作業に関して比較した。 

3. 結果・考察  一例として、図 1に JPDR の原子炉圧力

容器の切断作業に要する作業時間の分布を計算した結果を

示す。原子炉圧力容器の切断作業には平均して 28.5 時間を

要するが、+2σ(標準偏差)だけ長く見積もるとさらに 4.7時

間程度の作業時間を要する。 

4. まとめ  原子炉建屋内主要機器・構造物を対象として

解体作業に要する作業期間の計算モデルを用いて、作業期

間の不確実性評価を行った。 
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図１  JPDR の原子炉圧力容器の切断作業時間の分布 
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